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2020年９月 10日 

各 位 

会 社 名 株式会社ファミリーマート 

代表者名 代表取締役社長  澤田 貴司 

（コード番号：8028 東証第一部） 

問合せ先 広報部長  渡辺 恭 

（TEL．03-6436-7638） 

 

（再訂正）「株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更に関する 

臨時株主総会開催のお知らせ」の再訂正について 

 

2020 年９月 10 日に開示しました「（訂正）株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更に

関する臨時株主総会開催のお知らせ」に一部誤りがありましたので、下記のとおり訂正いたします（箇所は＿

線で示しております。） 

 

記 

 

１．訂正の理由 

 「（訂正）株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更に関する臨時株主総会開催のお知ら

せ」の発表後に記載内容に誤りがあることが判明したため、訂正するものであります。 

 

２．訂正の内容 

【訂正前】 

３．株式併合について 

（３）当該株式併合に係る端数処理により株主に交付することが見込まれる金銭の額の根拠等 

  ③ 本取引の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置 

e. 当社における独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三者評価機関からの株式価値算定

書の取得 

（注）上記の本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）は、当社の取締役会がその立場において本公

開買付価格を財務的見地から検討することに関連し、かつ、かかる検討を目的として当社の取締

役会に対してその便宜のために提出されたものです。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証

券）は、本取引に関連して関係当事者のいかなる種類の証券の保有者、債権者その他の利害関係

者が受領する対価について、何ら意見又は見解を表明するものではありません。本株式価値算定

書（メリルリンチ日本証券）は、本公開買付価格の公正性又は本取引の条件その他の側面若しく

は結果（本取引の形態若しくはストラクチャー又は本取引その他の点に関してなされた契約、取

り決め若しくは合意その他に関する条件若しくは結果を含みますがこれらに限られません。）に

ついて、何ら意見又は見解を表明するものではなく、また、当社にとり採用可能であるか若しく

は実行する可能性のある他の戦略又は取引と比較した場合における本取引の相対的な利点又は本

取引の推進若しくは実施に関する業務上の意思決定について、何ら意見又は見解を表明するもの

ではありません。また、本取引又はそれに関連する事項について、当社の株主の皆様に対して本

公開買付けに応募すること又はしないこと、当社の株主の皆様がどのように議決権を行使し又は

行動すべきかについて何ら意見を述べ又は推奨するものでもありません。また、メリルリンチ日

本証券は、当社の同意に基づき、当社その他のエンティティ及び本取引（本取引により想定され
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ている利益を含みます。）に関する法律、規制、会計、税務その他の類似の点についても何ら意

見又は見解を表明しておらず、当社による評価に依拠しています。また、メリルリンチ日本証券

は、当社の同意に基づき、当社が全家便利商店股份有限公司の株式の保有分の一部を売却するこ

とを予定している取引（以下「台湾ファミリーマート取引」といいます。）について何らの意見

又は見解も表明しておらず、当社による評価に依拠しています。さらに、本取引の当事者の役員、

取締役又は従業員に対するいかなる報酬の金額、性質その他の側面に関する、本公開買付価格そ

の他の点との比較における公正性（財務的か否かを問いません。）について、何らの意見又は見

解も表明するものではありません。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）は、本取引が公

表又は開始された後を含むいずれかの時点において当社株式が取引されるべき価格に関して何ら

意見を述べるものでもありません。 

本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）を作成し、その基礎となる評価分析を行うにあたり、

メリルリンチ日本証券は、当社の事業及び財務に関する一定範囲の公開情報並びに当社の経営陣

からメリルリンチ日本証券に対して提供され又は同社が当社経営陣と協議した当社の事業及び財

務に関する当社社内情報（本連結財務予測を含みます。）について検討を行っていますが、メリ

ルリンチ日本証券は、かかる情報その他の公開されている又は同社に対して提供され若しくは同

社が別途検討若しくは協議した財務その他の情報及びデータについて独自の検証を行うことなく、

それらが正確かつ完全であることを前提とし、かつその正確性及び完全性に依拠しており、また

当該情報又はデータがいかなる重要な点においても不正確となる又は誤解を招くおそれのあるも

のとなるような事実又は状況を認識していないという当社の経営陣の表明に依拠しております。

さらに、メリルリンチ日本証券は、本連結財務予測について、それが当社の将来の業績に関する

当社の経営陣による本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付時点で入手可能な最善の

予測と誠実な判断を反映し、合理的に作成されたものである旨の表明を当社より受けており、当

社の了解を得た上で、そのことを前提としております。特に、台湾ファミリーマート取引に関し

て、メリルリンチ日本証券は、当該分析を行うに際し、かかる取引が当社に及ぼす影響について

当社から提供された情報に依拠しております。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）は、

必然的に、（当該分析に別段の記載がある場合を除き）本株式価値算定書（メリルリンチ日本証

券）の日付現在の金融、経済、為替、市場その他の条件及び情勢を前提としており、かつ、同日

現在においてメリルリンチ日本証券が入手可能な情報に基づいています。クレジット市場、金融

市場及び株式市場は非常に不安定な状況が継続しておりますが、メリルリンチ日本証券は、かか

る不安定な状況が当社、公開買付者又は本取引に与える潜在的影響について何ら意見又は見解を

述べるものではありません。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付以降に発生する

事象が本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の内容に影響を与える可能性がありますが、

メリルリンチ日本証券は、本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）を更新、改訂又は再確認

する義務を負うものでないことが了解されています。 

 上述のとおり、上記のメリルリンチ日本証券による分析の記載は、同社が上記の本株式価値算定

書（メリルリンチ日本証券）に関連して当社の取締役会に提示した主要な財務分析の概要であり、

本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）に関連してメリルリンチ日本証券が行った全ての分

析を網羅するものではありません。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の作成及びその

基礎となる分析は、各財務分析手法の適切性及び関連性並びに各手法の特定の状況への適用に関

する様々な判断を伴う複雑な分析過程であり、したがって、その一部の分析結果又は要約を記載

することは必ずしも適切ではありません。メリルリンチ日本証券による分析は全体として考慮さ

れる必要があります。さらに、あらゆる分析及び考慮された要因又は分析に関する説明のための

記載全てを考慮することなく一部の分析や要因のみを抽出したり表形式で記載された情報のみに

着目することは、メリルリンチ日本証券による分析及び意見の基礎をなす過程についての誤解又

は不完全な理解をもたらすおそれがあります。ある特定の分析が上記概要において言及されてい

ることは、当該分析が同概要に記載の他の分析よりも重視されたことを意味するものではありま

せん。 
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 メリルリンチ日本証券は、分析を行うにあたり、業界の業績、一般的な事業・経済の情勢及びそ

の他の事項を考慮しておりますが、その多くは公開買付者及び当社により制御できないものです。

メリルリンチ日本証券による分析の基礎をなす当社の将来の業績に関する予測は、必ずしも実際

の価値や将来の結果を示すものではなく、実際の価値や将来の結果は、当該予測と比較して大幅

に良好なものとなる又は悪化したものとなる可能性があります。メリルリンチ日本証券の分析は、

本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の分析の一環としてなされたものであり、本株式価

値算定書（メリルリンチ日本証券）の提出に関連して当社の取締役会に対して提供されたもので

す。メリルリンチ日本証券の分析は、鑑定を意図したものではなく、企業が実際に売却される場

合の価格又は何らかの証券が取引された若しくは将来取引される可能性のある価格を示すもので

もありません。したがって、上記の分析に使用された予測及び同分析から導かれる評価レンジに

は重大な不確実性が本質的に伴うものであり、それらが当社の実際の価値に関するメリルリンチ

日本証券の見解を示すものと解釈されるべきではありません。 

 本公開買付価格は、ファイナンシャル・アドバイザーではなく、公開買付者及び当社（又は特別

委員会）の交渉により決定されたものであり、当社の取締役会により承認されたものです。本公

開買付けに対し賛同意見の表明を実施することの決定は、もっぱら当社の取締役会によってなさ

れたものであり、本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）は、上述のとおり、当社の取締役

会が本取引を検討するに際して考慮された多くの要因の一つにすぎず、当社の取締役会又は経営

陣の本取引又は本公開買付価格についての見解を決定付ける要因と解釈されてはなりません。 

 メリルリンチ日本証券は、当社又はその他のエンティティの資産又は負債（偶発的なものか否か

を問いません。）について独自の鑑定又は評価を行っておらず、また、かかる鑑定又は評価を提

供されておりません。また、同社は、当社又はその他のエンティティの財産又は資産の実地の見

分も行っておりません。メリルリンチ日本証券は、破産、支払不能又はこれらに類似する事項に

関する州法、連邦法その他の法令の下でも、当社又はその他のエンティティの支払能力又は公正

価値について評価を行っておりません。 

 メリルリンチ日本証券は、本取引に関して当社のファイナンシャル・アドバイザーを務め、かか

るサービスに対し手数料（その相当部分が、本取引の完了を条件としています。）を受領します。

また、当社は、同社の関与に関してメリルリンチ日本証券が負担する費用及び同社の関与から発

生する一定の責任について同社に補償することを合意しています。 

 メリルリンチ日本証券及び同社の関係会社は、フルサービスの証券会社かつ商業銀行であり、幅

広い企業、政府機関及び個人に対して、投資銀行業務、コーポレート及びプライベート・バンキ

ング業務、資産及び投資運用、資金調達及び財務アドバイザリー・サービス並びにその他商業

サービス及び商品の提供を行うとともに、証券、商品及びデリバティブ取引、外国為替その他仲

介業務、及び自己勘定投資に従事しています。メリルリンチ日本証券及び同社の関係会社は、そ

の通常の業務の過程において、公開買付者及び当社並びにそれぞれの関係会社の株式、債券等の

証券又はその他の金融商品（デリバティブ、銀行融資又はその他の債務を含みます。）について、

自己又は顧客の勘定において投資し、それらに投資するファンドを運用し、それらのロング・ポ

ジション若しくはショート・ポジションを取得若しくは保有し、かかるポジションにつき資金を

提供し、売買し、又はその他の方法で取引を実行することがあります。 

 メリルリンチ日本証券及び同社の関係会社は、当社及びその関係会社に対して、投資銀行サービ

ス、商業銀行サービスその他の金融サービスを過去（本株式価値算定書（メリルリンチ日本証

券）の日付を含みます。）において提供しており、またそのようなサービスを本株式価値算定書

（メリルリンチ日本証券）の日付以降においても提供する可能性があり、かかるサービスの提供

に対して手数料を受領しており、また本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付以降に

おいても手数料を受領する可能性があります。さらに、メリルリンチ日本証券及び同社の関係会

社は、過去（本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付を含みます。）において公開買

付者及びその関係会社に対して投資銀行サービス、商業銀行サービスその他の金融サービスを提

供しており、またそのようなサービスを本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付以降
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においても提供する可能性があり、かかるサービスの提供に対して手数料を受領しており、また

本株式株式算定書（メリルリンチ日本証券）の日付以降においても手数料を受領する可能性があ

ります。 

 メリルリンチ日本証券は、法律、会計又は税務に関連する助言は行っておりません。 

 

【訂正後】 

３．株式併合について 

（３）当該株式併合に係る端数処理により株主に交付することが見込まれる金銭の額の根拠等 

  ③ 本取引の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置 

e. 当社における独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三者評価機関からの株式価値算定

書の取得 

（注）上記の本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）は、当社の取締役会がその立場において本公

開買付価格を財務的見地から検討することに関連し、かつ、かかる検討を目的として当社の取締

役会に対してその便宜のために提出されたものです。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証

券）は、本取引に関連して関係当事者のいかなる種類の証券の保有者、債権者その他の利害関係

者が受領する対価について、何ら意見又は見解を表明するものではありません。本株式価値算定

書（メリルリンチ日本証券）は、本公開買付価格の公正性又は本取引の条件その他の側面若しく

は結果（本取引の形態若しくはストラクチャー又は本取引その他の点に関してなされた契約、取

り決め若しくは合意その他に関する条件若しくは結果を含みますがこれらに限られません。）に

ついて、何ら意見又は見解を表明するものではなく、また、当社にとり採用可能であるか若しく

は実行する可能性のある他の戦略又は取引と比較した場合における本取引の相対的な利点又は本

取引の推進若しくは実施に関する業務上の意思決定について、何ら意見又は見解を表明するもの

ではありません。また、本取引又はそれに関連する事項について、当社の株主の皆様に対して本

公開買付けに応募すること又はしないこと、当社の株主の皆様がどのように議決権を行使し又は

行動すべきかについて何ら意見を述べ又は推奨するものでもありません。また、メリルリンチ日

本証券は、当社の同意に基づき、当社その他のエンティティ及び本取引（本取引により想定され

ている利益を含みます。）に関する法律、規制、会計、税務その他の類似の点についても何ら意

見又は見解を表明しておらず、当社による評価に依拠しています。また、メリルリンチ日本証券

は、当社の同意に基づき、当社が全家便利商店股份有限公司の株式の保有分の一部を売却するこ

とを予定している取引（以下「台湾ファミリーマート取引」といいます。）について何らの意見

又は見解も表明しておらず、当社による評価に依拠しています。さらに、本取引の当事者の役員、

取締役又は従業員に対するいかなる報酬の金額、性質その他の側面に関する、本公開買付価格そ

の他の点との比較における公正性（財務的か否かを問いません。）について、何らの意見又は見

解も表明するものではありません。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）は、本取引が公

表又は開始された後を含むいずれかの時点において当社株式が取引されるべき価格に関して何ら

意見を述べるものでもありません。 

本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）を作成し、その基礎となる評価分析を行うにあたり、

メリルリンチ日本証券は、当社の事業及び財務に関する一定範囲の公開情報並びに当社の経営陣

からメリルリンチ日本証券に対して提供され又は同社が当社経営陣と協議した当社の事業及び財

務に関する当社社内情報（本連結財務予測を含みます。）について検討を行っていますが、メリ

ルリンチ日本証券は、かかる情報その他の公開されている又は同社に対して提供され若しくは同

社が別途検討若しくは協議した財務その他の情報及びデータについて独自の検証を行うことなく、

それらが正確かつ完全であることを前提とし、かつその正確性及び完全性に依拠しており、また

当該情報又はデータがいかなる重要な点においても不正確となる又は誤解を招くおそれのあるも

のとなるような事実又は状況を認識していないという当社の経営陣の表明に依拠しております。

さらに、メリルリンチ日本証券は、本連結財務予測について、それが当社の将来の業績に関する

当社の経営陣による本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付時点で入手可能な最善の

予測と誠実な判断を反映し、合理的に作成されたものである旨の表明を当社より受けており、当

社の了解を得た上で、そのことを前提としております。特に、台湾ファミリーマート取引に関し
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て、メリルリンチ日本証券は、当該分析を行うに際し、かかる取引が当社に及ぼす影響について

当社から提供された情報に依拠しております。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）は、

必然的に、（当該分析に別段の記載がある場合を除き）本株式価値算定書（メリルリンチ日本証

券）の日付現在の金融、経済、為替、市場その他の条件及び情勢を前提としており、かつ、同日

現在においてメリルリンチ日本証券が入手可能な情報に基づいています。クレジット市場、金融

市場及び株式市場は非常に不安定な状況が継続しておりますが、メリルリンチ日本証券は、かか

る不安定な状況が当社、公開買付者又は本取引に与える潜在的影響について何ら意見又は見解を

述べるものではありません。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付以降に発生する

事象が本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の内容に影響を与える可能性がありますが、

メリルリンチ日本証券は、本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）を更新、改訂又は再確認

する義務を負うものでないことが了解されています。 

 上述のとおり、上記のメリルリンチ日本証券による分析の記載は、同社が上記の本株式価値算定

書（メリルリンチ日本証券）に関連して当社の取締役会に提示した主要な財務分析の概要であり、

本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）に関連してメリルリンチ日本証券が行った全ての分

析を網羅するものではありません。本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の作成及びその

基礎となる分析は、各財務分析手法の適切性及び関連性並びに各手法の特定の状況への適用に関

する様々な判断を伴う複雑な分析過程であり、したがって、その一部の分析結果又は要約を記載

することは必ずしも適切ではありません。メリルリンチ日本証券による分析は全体として考慮さ

れる必要があります。さらに、あらゆる分析及び考慮された要因又は分析に関する説明のための

記載全てを考慮することなく一部の分析や要因のみを抽出したり表形式で記載された情報のみに

着目することは、メリルリンチ日本証券による分析及び意見の基礎をなす過程についての誤解又

は不完全な理解をもたらすおそれがあります。ある特定の分析が上記概要において言及されてい

ることは、当該分析が同概要に記載の他の分析よりも重視されたことを意味するものではありま

せん。 

 メリルリンチ日本証券は、分析を行うにあたり、業界の業績、一般的な事業・経済の情勢及びそ

の他の事項を考慮しておりますが、その多くは公開買付者及び当社により制御できないものです。

メリルリンチ日本証券による分析の基礎をなす当社の将来の業績に関する予測は、必ずしも実際

の価値や将来の結果を示すものではなく、実際の価値や将来の結果は、当該予測と比較して大幅

に良好なものとなる又は悪化したものとなる可能性があります。メリルリンチ日本証券の分析は、

本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の分析の一環としてなされたものであり、本株式価

値算定書（メリルリンチ日本証券）の提出に関連して当社の取締役会に対して提供されたもので

す。メリルリンチ日本証券の分析は、鑑定を意図したものではなく、企業が実際に売却される場

合の価格又は何らかの証券が取引された若しくは将来取引される可能性のある価格を示すもので

もありません。したがって、上記の分析に使用された予測及び同分析から導かれる評価レンジに

は重大な不確実性が本質的に伴うものであり、それらが当社の実際の価値に関するメリルリンチ

日本証券の見解を示すものと解釈されるべきではありません。 

 本公開買付価格は、ファイナンシャル・アドバイザーではなく、公開買付者及び当社（又は特別

委員会）の交渉により決定されたものであり、当社の取締役会により承認されたものです。本公

開買付けに対し賛同意見の表明を実施することの決定は、もっぱら当社の取締役会によってなさ

れたものであり、本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）は、上述のとおり、当社の取締役

会が本取引を検討するに際して考慮された多くの要因の一つにすぎず、当社の取締役会又は経営

陣の本取引又は本公開買付価格についての見解を決定付ける要因と解釈されてはなりません。 

 メリルリンチ日本証券は、当社又はその他のエンティティの資産又は負債（偶発的なものか否か

を問いません。）について独自の鑑定又は評価を行っておらず、また、かかる鑑定又は評価を提

供されておりません。また、同社は、当社又はその他のエンティティの財産又は資産の実地の見

分も行っておりません。メリルリンチ日本証券は、破産、支払不能又はこれらに類似する事項に
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関する州法、連邦法その他の法令の下でも、当社又はその他のエンティティの支払能力又は公正

価値について評価を行っておりません。 

 メリルリンチ日本証券は、本取引に関して当社のファイナンシャル・アドバイザーを務め、かか

るサービスに対し手数料（その相当部分が、本取引の完了を条件としています。）を受領します。

また、当社は、同社の関与に関してメリルリンチ日本証券が負担する費用及び同社の関与から発

生する一定の責任について同社に補償することを合意しています。 

 メリルリンチ日本証券及び同社の関係会社は、フルサービスの証券会社かつ商業銀行であり、幅

広い企業、政府機関及び個人に対して、投資銀行業務、コーポレート及びプライベート・バンキ

ング業務、資産及び投資運用、資金調達及び財務アドバイザリー・サービス並びにその他商業

サービス及び商品の提供を行うとともに、証券、商品及びデリバティブ取引、外国為替その他仲

介業務、及び自己勘定投資に従事しています。メリルリンチ日本証券及び同社の関係会社は、そ

の通常の業務の過程において、公開買付者及び当社並びにそれぞれの関係会社の株式、債券等の

証券又はその他の金融商品（デリバティブ、銀行融資又はその他の債務を含みます。）について、

自己又は顧客の勘定において投資し、それらに投資するファンドを運用し、それらのロング・ポ

ジション若しくはショート・ポジションを取得若しくは保有し、かかるポジションにつき資金を

提供し、売買し、又はその他の方法で取引を実行することがあります。 

 メリルリンチ日本証券及び同社の関係会社は、当社及びその関係会社に対して、投資銀行サービ

ス、商業銀行サービスその他の金融サービスを過去（本株式価値算定書（メリルリンチ日本証

券）の日付を含みます。）において提供しており、またそのようなサービスを本株式価値算定書

（メリルリンチ日本証券）の日付以降においても提供する可能性があり、かかるサービスの提供

に対して手数料を受領しており、また本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付以降に

おいても手数料を受領する可能性があります。さらに、メリルリンチ日本証券及び同社の関係会

社は、過去（本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付を含みます。）において公開買

付者及びその関係会社に対して投資銀行サービス、商業銀行サービスその他の金融サービスを提

供しており、またそのようなサービスを本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付以降

においても提供する可能性があり、かかるサービスの提供に対して手数料を受領しており、また

本株式価値算定書（メリルリンチ日本証券）の日付以降においても手数料を受領する可能性があ

ります。 

 メリルリンチ日本証券は、法律、会計又は税務に関連する助言は行っておりません。 

 

以上 


